
 

平成 26 年３月４日 

厚 生 労 働 省 

 

第 48 回人口・社会統計部会の審議において 

整理、報告等が求められた事項に対する回答 

 

１ 調査事項の変更について 

（１）病院票 

「（ 17 ） 救急医療体制」 

（指摘事項） 
① 前回（第 48 回）部会の資料２で示された指摘事項①に対する回答の第１パラグラ

フの記述は削除したほうがよいのではないか。 
 

（回答） 
ご指摘のとおり、以下の記述は削除し、資料２別添１のとおりとする。 

 

【削除する記述】 

「救急医療体制は、調査時点での明確な状況を把握することが重要な項目であると考え

ており、単年の結果表章を予定しているため、調査結果の利活用の面において支障はない

と考える。」 

 

２ 前回答申における今後の課題の対応状況について 

（指摘事項） 
② 前回（第 48 回）部会の資料２別添で示された都道府県等へのアンケートは、どの

ような回答形式であったのか。 
 
（回答） 
都道府県等へのアンケートは、平成 23年調査実施後の平成 24年２～３月にアンケート

を都道府県にメールで送付（指定都市・中核市・保健所設置市へは、都道府県より転送）

し、利用申請をしなかった理由、オンライン調査の問題点と要望等について自由記載によ

る方法で行った。 
 

（指摘事項） 
③ 前回（第 48 回）部会の資料２別添で示された都道府県へのアンケートについて、

回答が得られなかった自治体はどのようなところか。 
 
 

資料２ 
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（回答） 
アンケートの回答が得られなかった理由については特に把握していないが、都道府県に

比べて指定都市・中核市・保健所設置市で未提出の割合が高かった。 
アンケートの未提出の状況については、次の表のとおりである。 
 

アンケートの未提出状況 
 

総  数 
アンケートを 

未提出の自治体数 

 

（再掲） 
H23年オンライン未導入 

総    数  １１５(100.0%)   ２７(23.5%)   １０( 8.7%) 

都 道 府 県 ４７(100.0%) ７(14.9%) １( 2.1%) 

指 定 都 市 １９(100.0%) ５(26.3%) ３(15.8%) 

中 核 市 ４１(100.0%) １３(31.7%) ５(12.2%) 

保健所設置市  ８(100.0%)    ２(25.0%)    １(12.5%) 

 注：指定都市、中核市、保健所設置市は平成 23年 10 月１日現在である。 

 

（指摘事項） 
④ 前回（第 48 回）部会の資料２別添で示された「２．一般診療所票及び歯科診療所

票へのオンライン調査導入の検討」で整理をしている箇所で電子調査票等の利用状況

については削除したほうがよいのではないか。 

 
（回答） 

ご指摘のとおり、以下の記述は削除し、資料２別添２のとおりとする。 

 

【削除する記述】 

「一般診療所及び歯科診療所においては電子調査票等の利用状況が低く、オンライン調

査の利用率向上は見込めないのではないかと思料。」 

 

（指摘事項） 
⑤ 一般診療所の一部について試行的にオンライン調査を導入するということだが、歯

科診療所について試行的に導入しない理由を整理すること。 
 

（回答） 
オンライン調査の利用の促進を図るため、平成２６年調査では、試行的に一部の診療所

についてオンライン調査の導入を行うものであるが、 
（１） 一般診療所は歯科診療所に比べて、調査対象数が多く、一般診療所を対象とする

一般診療所票は調査事項も多岐に渡っており、一部の地域の一般診療所について試

行的にオンライン調査を導入すれば、歯科診療所も含めて次回以降の本格的な導入

に向けての課題や問題点を洗い出すという目的は達成できること 
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（２） 平成２６年度予算では、病院票のオンライン調査経費のみが認められており、複

数のオンライン調査票の開発並びにコールセンターの体制増強等の経費を追加する

ことが厳しいこと 
（３） 経由機関である都道府県・保健所は、通常業務が多忙であり、試行的なオンライ

ン調査の導入に対応できる体制が整っていないこと 
等の理由から、試行的にオンライン調査を実施するのは一般診療所のみとする。 
 
（指摘事項） 
⑥ 一部の地域の一般診療所とは、どの程度の規模を考えているのか整理すること。 

 
（回答） 
 今回の試行的な導入は、次回以降の調査で本格的な導入に向けて課題や問題点を抽出す

ることが目的となるため、選定に当たっては、都道府県を通じてすべての保健所に対して

意向確認を行うこととし、導入の要望がある保健所においてオンライン調査を実施する。 
また、導入の要望がある保健所が少なかった場合は、前回調査の病院票の利用実績等を

考慮しながら、当省からオンライン調査の導入を依頼して、全国７ブロック別に最低２程

度の保健所を確保することを想定している。 
 
（指摘事項） 
⑦ インターネットの環境が整っていれば、オンライン調査に対応できるはずなので、

一般診療所と歯科診療所について、インターネットの環境が整っているかどうか聞い

てみてはどうか。 
 

（回答） 
一般診療所票と歯科診療所票の紙の調査票の欄外事項において、オンライン調査の希望

に加えて、インターネットが使用できるパソコンの保有状況についても把握することとし

たい。 
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【紙の調査票の欄外事項】 

（１）　貴施設には、インターネットを使用できるパソコンはありますか。

1 有

2 無

（２）　次のうち、どちらの調査方法を希望しますか。 いずれかに○

1 政府統計共同利用システムを用いたオンライン調査

2 紙の調査票による調査

（理由： ）

　　　 当調査は、政府統計共同利用システムを用いたオンライン調査の
　　導入を検討しております。

調査方法について

 
 
 

３ 医療機能の分化・連携の推進への対応について 

（指摘事項） 
⑧ 地域連携クリティカルパスについては、厚生労働省の所管部局において委託調査を

行っているということだが、委託調査とは全数調査なのか。 
また都道府県にデータを提供しているのか。 
 

（回答） 
調査の概要は以下のとおりであり全数調査ではない。また、目的が承認要件の見直しに

ついての検討会で使用するための調査であり、所管部局である医政局へ確認をしたところ

都道府県へデータの提供は行っていないとのことであった。 
なお、地域医療連携体制のうち、「医療連携体制に関する窓口の有無」、「地域連携クリ

ティカルパスの有無」については、医療機能情報提供制度の対象項目となっており、医療

機関から都道府県へ報告があるため、都道府県において把握が可能となっている。 
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【病院機能に関する実態調査（地域医療支援病院の承認要件見直しに向けて）の概要】 
 
（目的） 
地域医療支援病院の承認要件の見直しについて検討するため。 

（調査対象数） 

発送数 回収数 回収率

 地域医療支援病院調査 1,228 424 34.5% 

Ａ．４００床以上の地域医療支援病院（ＤＰＣ対象病院） 227 97 42.7% 

Ｂ．地域医療支援病院（Ａ．を除く。） 192 89 46.4% 

Ｃ．２００床以上の病院（一般病床１５０床以上。Ａ．Ｂ．を除く。） 809 238 29.4% 
 

（調査方法） 
郵送、自計方式 

（調査期間） 
平成 24年 11月～平成 25年 1月 

（委託先） 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

（参考：調査結果 地域連携診療計画（パス）に関わる調査項目部分の抜粋） 

 

5 



平成 26 年２月７日 

厚 生 労 働 省 

第 47 回人口・社会統計部会の審議において 

整理、報告等が求められた事項に対する回答 

１ 調査事項の変更について 

（１）病院票 

「（ 17 ） 救急医療体制」 

（指摘事項）

① 夜間の救急対応について、選択肢の簡素化が調査結果の利活用の面において支障が

ないことを整理しておく必要がある。

（回答）

今回の選択肢の簡素化は平成 23 年以前の調査の選択肢を一部まとめた形になっており、

平成 23 年以前の調査結果とも概ね比較することが可能であるため、経年変化をみる場合

にも支障はないと考える。 

【平成 23 年以前】 

【平成 26 年（案）】 

資料２ 

1 2 3 4

未記入
ほぼ毎日

可能
週３～５日

可能
週１～２日

可能
ほとんど
不可能

ほぼ毎日 ほぼ毎日以外

1 2 3

対応していない
対応している

資 料 ２  別 添 １

平成 26 年 3 月 4 日

厚 生 労 働 省



Ⅵ．平成２６年調査でのオンライン調査の導入に向けての検討状況

１．病院票のオンライン調査の利用実績の向上に向けての取組

○全国の厚生統計主管部局を対象とした会議での利用に向けての周知、関係団体等を通じた利用に向けての協力
及び周知の依頼を行う。

○独立行政法人統計センターに対して、政府統計共同利用システムについて改修要望を行った。
○オンライン調査票のチェック機能を充実させ、記入者及び経由機関の利便性の向上を図る。

２．一般診療所票及び歯科診療所票へのオンライン調査導入の検討

前述の「Ⅰ．平成２３年調査でのオンライン調査の利用状況の確認」～「Ⅳ．医療機関におけるオンライン等の
利用実績」より、オンライン調査のメリットと課題・問題点について整理・検討した結果、
○オンライン調査の対象範囲を拡大することにより、経由機関の業務負担が大幅に増加すること。

以上のことから、一般診療所及び歯科診療所のオンライン調査の利用が大きく見込めない中で
対象範囲を拡大した場合は、経由機関の作業量が大幅に増加し煩雑になることが予想され、調査
票の提出漏れや、提出の遅延が生じる可能性もあるため、平成２６年調査では病院票の利用実績
の向上を図ることとする。

なお、一般診療所票と歯科診療所票のオンライン調査の導入は引き続き検討することとし、今
後のオンライン調査の利用希望を把握することとした。

資 料 ２ 別 添 ２

平 成 2 6 年 3 月 4 日
厚 生 労 働 省
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